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中華人民共和国商務部令 
二〇二〇年 第 4 号 

 
《信頼できない実体リスト規定》は、既に国務院の承認を経てここに公布し、公布日

より施行する。 
部長 鍾山 

2020 年 9 月 19 日 
 

信頼できない実体リスト規定 
 

第一条 国家の主権、安全、利益の発展を護り、公平、自由な国際経済貿易秩序を護り、

中国企業、その他の組織或いは個人の合法的な権益を保護するため、《中華人民共和国

対外貿易法》、《中華人民共和国国家安全法》等の関連する法律に基づき、本規定を制定

する。 
 
第二条 国は、信頼できない実体リスト制度を構築し、国際経済貿易及び関連活動にお

ける外国実体の以下の行為に対し、相応の措置を講じる。 
（一）中国の国家主権、安全、利益の発展に危害を及ぼす； 
（二）正常な市場取引原則に違反し、中国企業、その他の組織或いは個人との正常な取

引を中断し、又は中国企業、その他の組織或いは個人に対して差別的措置を採り、中国

企業、その他の組織或いは個人の合法的な権益に深刻な損害を与える。 
 
本規定に謂う「外国実体」は、外国企業、その他の組織或いは個人を含む。 
 
第三条 中国政府は、独立自主の対外政策を堅持し、主権の相互尊重、相互内政不干渉

及び平等互恵等の国際関係の基本原則を堅持し、一国間主義と保護主義に反対し、国家

の核心的利益を断固として護り、多国間貿易体制を護り、開放型世界経済の構築を促進

する。 
 
第四条 国は、中央国家機関の関連部門が参加する実務機構（以下、実務機構と略）を

構築し、信頼できない実体のリスト制度の準備、実施に責任を負わせる。実務機構事務

局は国務院商務主管部門に設置する。 
 
第五条 実務機構は、職務権限に依り、或いは関連方面の提言と通報に基づいて、関連

する外国実体の行為に対して調査を行うか否かを決定する。；調査を行うことを決定し

た場合は、公布する。 
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第六条 実務機構は、関連する外国実体の行為に対して調査を行い、関連する当事者に

質問し、関連書類、資料を調査或いは複製する、およびその他の必要な方法を採ること

ができる。 調査期間中、関連する外国実体は陳述、弁明を行うことができる。 
実務機構は、実際の状況に基づき、調査を中止或いは終了することを決定することがで

きる。；調査を中止する決定の根拠となった事実に大きな変化が生じた場合、調査を再

開することができる。 
 
第七条 実務機構は、調査結果に基づき、以下の要素を総合的に考慮し、関連する外国

実体を信頼できない実体リストに加えるか否かの決定を行い、且つ公布する。：  
（一）中国の国家主権、安全、利益の発展に及ぼす危害の程度； 
（二）中国企業、その他の組織或いは個人の合法的な権益に与える損害の程度； 
（三）国際的に通用する経済貿易規則に合致するか否か； 
（四）その他の考慮すべき要素。 
 
第八条 関連する外国実体の行為の事実が明らかな場合、実務機構は直接、本規定第七

条に規定する要素を総合的に考慮し、信頼できない実体リストに加えるか否かの決定を

行うことができる。；加えることを決定した場合は、公布する。 
 
第九条 関連する外国実体を信頼できない実体リストに加える公告には、当該外国の実

体と取引を行うことのリスクを提示することができる。且つ、実際の状況に基づいて、

当該外国の実体が、その行為を是正するための期限を明示することができる。 
 
第十条 信頼できない実体リストに加えられた外国の実体に対して、実務機構は、実際

の状況に基づいて、以下の 1 つ或いは複数の措置（以下、処理措置と呼ぶ）を採ること

を決定し、且つ公布することができる。 
（一）中国に関連する輸出入活動に従事することを制限或いは禁止する； 
（二）中国国内で投資することを制限或いは禁止する； 
（三）関係人員或いは移動手段等の入国を制限或いは禁止する； 
（四）関係人員の中国国内での就業許可、滞在或いは在留資格を制限或いは取り消す； 
（五）情状の深刻さに基づいて、相応金額の罰金を科する； 
（六）その他の必要な措置。 

前項に規定する処理措置は、関連部門が職責分業に基づいて、法に依り実施し、その他

の関連団体及び個人は協力しなければならない。 
 
第十一条 関連する外国実体を、信頼できない実体リストに加える公告において、関連



1 
 

する外国実体の是正期限を明示している場合、期限内においては、本規定第十条に規定

する処理措置は採られない；関連する外国実体がその行為を是正せずに期限が過ぎた場

合、本規定第十条の規定に従って、処理措置を採る。 
 
第十二条 関連する外国実体が、中国に関連する輸出入活動に従事することを制限或い

は禁止され、中国企業、その他の組織或いは個人が特別な状況下において、当該外国の

実体と取引を行う必要がある場合、実務機構事務局に申請を提出しなければならず、 同
意を経て当該外国の実体と相応の取引を行うことができる。 
 
第十三条 実務機構は実際の状況に基づいて、関連する外国実体を、信頼できない実体

リストから除外することを決定することができる；関連する外国実体が、公告において

明示される是正期限内に、その行為を是正し、その行為による結果を解消する措置を講

じる場合、実務機構は信頼できない実体リストから除外する決定を行わなければならな

い。 
 
関連する外国実体は、信頼できない実体リストから自身を除外するよう申請することが

でき、実務機構は、実際の状況に基づいて、削除するか否かを決定する。 
 
関連する外国実体を、信頼できない実体リストから除外する決定は公布されなければな

らない；本規定第十条の規定に基づいて採られた処理措置は、公告の公布日より実施を

停止する。 
 
第十四条 本規定は公布日より施行する。 
 

（仮訳：CISTEC） 
 
 


